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巻頭言
ਕ੩ဆ௵

Mitsui Itsutomo

ూବ

　｢社会的企業｣ の存在は決して新しいものではない。欧米先進国では協同組合や相互扶助組織、

非営利の事業活動など「第三の経済」の伝統が脈々と流れている。営利企業一般にしても、社会的

コンテクストを離れては存立し得ないことも事実である。

　21世紀の今日にあっては、「市場の失敗」と「政府の失敗」の現実に対し、あらためて ｢第三の

経済｣ の可能性に期待する声が世界中で高まっている。その一端は、｢企業の社会的責任｣ (CSR)

が国際公準化し、市場経済の担い手たる企業に対する社会的な規範設定が図られ、単なる競争原理

を超えた公益と社会的使命への責任ある参加貢献が共通して求められるところからも判明する。ま

た政府・行政の肥大化への批判の高まり、グローバル化多様化する社会への対応の限界なども明ら

かである。

　経済の活性化と共に ｢社会的課題｣ を重視する EU欧州連合にあっては、各国での協同組織や相

互扶助組織の歴史的な蓄積も関わり、社会的企業への関心と積極的な対応が顕著である。2000年

代の EUでの諸議論などから、持続可能な経済社会構築、雇用就業機会の拡大・ソーシャルインク

ルージョン、地域間や諸民族間などの格差不均衡是正としての ｢社会的結束｣ の実現、｢責任ある

企業家精神｣、幅広い参加と意思決定の機会拡大と共同性の発揮などを特徴として見出すことがで

きる。その中では、EUの支援で 96年に設立された EMES欧州社会的企業研究ネットワークの提

言が顕著に生かされている。

　英国では 2005年の CIC共同体利益会社の法制化など一連の社会的企業推進策を実施し、CIC

は今や 8千社近くを数える。ドイツでも、｢市民活動｣ の高揚と直接民主主義の要求、地域での自

治とソリューション追求の中で、登録社団や協組など新たな主体が広がってきている。

　急速に工業化先進国化を遂げた韓国においては、民主化の進展と共に社会的就労への取組みが広

がった。これに応え、2007年には ｢社会的企業育成法｣ が制定され、社会的サービスや就労の提

供を図る企業を認証・支援することになった。2011年には地域社会貢献や地方自治体の関与など

同法が改訂強化され、2012年には協同組合基本法を制定、社会的協同組合などの制度的な裏付け

を図っている。

　日本では急速な ｢近代化｣ のもとで伝統社会が解体し、市民自治や ｢第三の経済｣ の仕組みの形

成が不十分なまま経済発展を遂げ、都市集中と過疎化、階層間格差拡大、高齢化や国際化に伴う数

ඕ୍
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多くの社会的問題に直面している。それゆえ、多様な主体の形成と公共的使命発揮、自治と自主性

に支えられた共同社会の再構築を図らねばならず、社会的企業の展開は不可欠である。1998年に

特定非営利活動促進法ができて以来、NPO法人の認証数は 5万近くになる。このほか企業組合や

協同組合、合同会社など多様なかたちが今日ある。

ુৢघॊভୖधভ੫भோਔଝ

　このような動向が示すように、多様化する社会的ニーズを通じて、社会的企業の担うべき課題が

浮き彫りになる。羅列してみれば、a.雇用就業機会の確保、社会的に不利な立場の人たちのキャリ

ア形成と就業・参加、b.障がい者・高齢者・疾病者・生活困窮者などへの支援と福祉推進、c.自然

環境・教育・職業能力・育児などの課題、d.地域問題、コミュニティ形成発展やまちづくり、e.関

連しての農業や地域産業、観光など推進、f.国際連帯・世界市民的課題、異文化間交流などを大別

できよう。これらの課題にはそれぞれ関連性があり、課題の意義だけではなく、社会的企業自体と

担い手のあり方が重要なのである。もちろんそれぞれに、ビジネスモデルや組織のあり方にも共通

点と相違点とが生じてくる。

　課題の広まりと社会的企業の実践の成果は、単なる市場原理だけでなく、広義の公共性原理の発

揮、さらには「共感」原理ともいうべき理念を、持続可能で安定した社会の構築維持のために生か

すべきことを物語っている。それは当然、市民の自治と自己決定・ガバナンス、参加・連携と共同

性の再構築とも相互作用的である。成熟した経済と生産供給メカニズムの進化、情報ネットワーク

による情報共有と発受信関係進展はこれを一層容易にしているが、他面では個々人を単なる「消費

者｣ ｢受益者｣ に分断し、社会的非統合や排除対立を広げる危険もある。公共部門（行政）・ビジネ

ス（広義の ｢企業｣）・「市民」（個々人）の間での補完と相互循環・協力協働のしっかりした関係を

構築せねばならない。

　そうした意味からも、社会的企業の存在意義は単に ｢社会のニーズに応える｣ 事業目的（ミッショ

ン）だけから示されるのではなく、非営利の資源の活用、参加型組織とガバナンスとともに評価され

るべきであるとする「三位一体論」的な観点が必要である。もちろんそれは、 株式会社など営利法人

だから即、社会的企業ではないなどとする形式論につながるものではないし、営利性を機械的に排除

するものでもない。組織と事業のあり方は条件に応じて様々であってよい。要は、事業としての安定

性持続性ないし革新性を基本に置きながら、社会の連帯と共感に支えられ、開かれた協働とガバナン

スの機会、および当事者たちのステークホルダーとしての参加と関与を十分に確保することである。

૿ःুਛभਏਙधୖ

　このように、社会的企業においてこそ担い手としての「主体形成」の意義と必要性は大きいが、
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多くの社会起業家たちの基本的な弱点もある。様々な過去の調査が示すように、社会起業家たちに

はビジネスの起業や経営の経験はもとより、経営幹部や社員として関わってきた経験もない人が決

して希ではない。しかも、多くの社会的企業の経営基盤や経営実態には厳しいものがある。他方、

社会的な課題への問題意識と関与の意欲は強く、それらの取組みを通じ、広く関心を呼びおこし、

諸方面の共感を高め、｢運動｣ としての組織化をすすめた経験の豊かな社会起業家も多々見られる。

要は、こうした意思意欲と起業家たるキャリア形成の両輪を形成し、バランスよく発展させること

である。そこで、外部の学習や支援機会、インターンシップ経験などの果たす役割も当然大きい。

　企業家として備え、蓄積するべき能力を挙げれば、｢キャッシュポイント｣ を含む事業の構想と

展望、財務や人事面でのマネジメント、経営戦略の立案と計画化、｢社会的マーケティング｣ の実行、

スタッフのモチベーション向上と経営幹部の育成、事業評価実行と各ステークホルダーとの適切な

関係維持などがあろう。前記のように多くの社会起業家は主体的なリーダーシップ・説得力、組織

化力・ネットワーク力には秀でているともいえるが、ともすれば主観主義独善主義に陥る危険もあ

る。事業の現状の客観評価とアカウンタビリティ確保も欠かせない（例えば、寄附やボランティア

参加など ｢無償の資源｣ にも客観的な価値評価を行うことが、社会的 ｢企業経営」には必要でもあ

る）。それらを通じ、諸関係者との開かれた協働と参与ガバナンスをすすめることが重要なのである。

ඕ୍
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このガイドブックの作成にあたって

　これまで弊社は、福祉分野における社会的企業の持つ可能性に着目し、行政と連携しながら社会

的企業の育成に向けた人材育成事業や起業支援を試行錯誤の中で展開してきました。

　しかしながら、我が国では社会的企業による福祉課題の解決に向けた取組みが緒に就いたばかり

であり、全国的に見て多様な福祉ニーズに十分に対応できるだけの社会的企業が育っていないもの

と考えています。

　また、アカデミックな分野においても社会的企業の事業モデルの分類・整理、成功モデルの一般

化などが行われていません。一部の研究においては、英国の SROI（Social Return On Investment）

に関する研究の知見を活用し、国内の社会的企業に関する分析を行った事例などもありますが、事

業の手法・形態やその経済性、社会課題の解決に対する寄与度（ミッション有効性）、事業の成立条件、

経営資源の調達方法や成功要因の分析にまで踏み込んでの事例の発掘・研究は未だ黎明期といえま

す。

　加えて、行政の取組みを見ても、取り上げられる事例が欧米のものや特定の事業者に固定されて

いるケースが多く、また、詳細な分析を通じた事業の成功要因の抽出と一般化、およびその普及・

啓発まで実施しているケースは極めて少ないと感じます。

　こうした現状の結果、以下のような課題が生じると考えました。

　

　このガイドブックが、これから社会的企業のマネジメントに関わろうとする方や支援者の方々に、

少しでもお役に立てることを願っています。

ୖ ઍ

ভ੫भ૿ःুभਂଌ ૣකॽش६भ৲ૣ؞කभ૿ःুभَُऊैَড়ُषभऌऋৄैोॊরؚ
ভऩॽش६पૢइैोॊटऐभভ੫भ૿ःুऋബৌपਂଌखथःॊ؛

ভକੇभਛभୖ ূমপ൜಼ਰఋؚୠ౻৷भলृহभਢ؞ঽয়ઈऋ૭ચऩহঔॹ
ঝऋનয়औोञভ੫भਝয়॑ಂघॊ भয౫ऋႀ෩पੜਸखथ৻40ୃع30
ःॊ؛खऊखऩऋैؚजअखञয౫॑ટपਛ੍؞ରखथःऎञीभ্১ؚ
৶ూବऋનয়औोथःऩः؛

ষृপু੫पेॊভ
੫भৗૠਝয়؞োप
ৌघॊટऩ੍ର

ষृপু੫पेॊভ੫पৌघॊ੍ରभञीभफ़ॖॻছॖথऋऩऎؚટ
ऩ੍ରؚোയਤ॑ாपன৫घॊऒधऋखःએऋँॊ؛



5ऒभफ़ॖॻঈॵॡभਛपँञढथ

ଢ଼ভभ௯ବभ॥ঐٻ

ش७থॱشॳকشॹॕ५ढ़ॵ३ঙথभৃधऩढञmass×massঢ়ইগٻ



6

C O N T E N T S

ؙඕ୍………………1

ؙऒभफ़ॖॻঈॵॡभਛपँञढथ………………4

ؙমपउऐॊভ੫੍ରਛपणःथصص૯ଘदभੌा॑রੱप………………7

ؙpart1ٷভ੫धঅ४ॿ५ঔॹঝ

ؙ1ؙভ੫धम୦ऊؙভକੇधम୦ऊ………………10

ؙ2ؙভ੫भਜ਼઼હऐ………………14

ؙ3ؙভ੫भঅ४ॿ५ঔॹঝ॑અइॊ………………17

ؙpart2ٷভ੫पउऐॊঐॿ४ওথॺॺআॵॡ

ؙ1ؙ९ش३কঝॖঀঋش३ঙথ………………22

ؙ2ؙ৽ਅറधम………………24

ؙ3ؙঐॣشॸॕথॢਅറك1ق൹धଲષ؞१شঅ५भঐॿ४ওথॺ………………26

ؙ4ؙঐॣشॸॕথॢਅറك2قଲષ؞१شঅ५ਅറधતਅറ………………29

ؙ5ؙভ੫पउऐॊॿॵॺডشॡभଡണك1قষ………………31

ؙ6ؙভ੫पउऐॊॿॵॺডشॡभଡണك2قୠभ५ॸشॡঝॲ34………………ش

ؙ7ؙভ੫पउऐॊ১যત৭උधৱস৹………………36

ؙ8ؙভ੫पउऐॊয౫भન৳धਛ………………44

ؙऽधी………………48

ؙથ৩ভ؞উট४ख़ॡॺॳش؞হਜଂ………………52



7

దਿपेॊୠভ౻৷ୗহ

　2010年 6月、鳩山政権下で設定された「新し

い公共円卓会議」において「新しい公共宣言」が

とりまとめられました。新しい公共とは、「支え

合いと活気のある社会」をつくるための当事者の

自発的な「協働の場」であるとし、当事者一人ひ

とりがそれぞれの役割を果たしつつ関わっていく

ことの重要性が訴えられています。その中で、新

しい公共を実現するための重要な担い手の一つと

されたのが社会的企業でした。

　実は、「新しい公共」については、行政改革会

議（1997年）、地方分権推進会議（2001年 12月）、

地方制度調査会（2003年 11月）、地域分権改革

推進会議（2004年 5月）などでも言及されてお

り、公共サービスの提供は官が独占する時代では

なく地域の実情に応じ、公的分野をコミュニティ、

NPO、民間企業との間で適切に役割分担する仕

組みが追求されなければならないという認識は高

まっていました。

　そうした流れの中で、民主党の目玉施策の一つ

として打ち出されたのが、地域社会雇用創造事業

です。英国など諸外国では、NPO、協同組合や

社会起業家などの「社会的企業」が地域社会にお

ける雇用の担い手になっていますが、日本では、

「社会的企業」の事業基盤が総じて脆弱で、潜在

的な雇用吸収力を発揮できていない課題が明示さ

れました。そこで、2010年2月に内閣府により「地

域社会雇用創造事業」が打ち出され、70億円の

予算がつき、2010年3月から 2012年3月までの

約2年間、同事業が実施されました（参考◆内閣府、

地域社会雇用創造事業（社会的企業支援基金）http://

www5.cao.go.jp/keizai1/koyou/koyou.html）。

　地域社会雇用創造事業は、この分野の人材育成

にNPO支援施策の流れの中では過去最高額の予

算がつけられたこと、単年度事業ではなく 2年

度にわたる事業期間が設けられたこと、そして何

よりも社会的企業の担い手をNPOやNPO法人

に限定せず、株式会社や社団・財団法人、組合な

ど幅広に事業者を設定したこと、などは画期的な

取組みでした。

૯ଘदभੌा

　地域社会雇用創造事業では、全国で 12団体の

提案が採択されています。この事業の説明会には、

NPOの中間支援機関をはじめとして 250名以上

が集まり、説明会場が人であふれていたことが印

象的でした。提案は全国から 50ほどが寄せられ

ました。

　私たちは「社会的企業育成支援コンソーシアム」

としてこの事業に参画し、東京・横浜・名古屋地

区で「iSB公共未来塾」を展開し、社会起業プラ

ンコンテストを実施しました。横浜地区では 440

名の講座修了生を輩出し、社会起業プランコンテ

日本における社会的企業支援育成について
横浜での取組みを中心に

মपउऐॊভ੫੍ରਛपणःथ
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ストでは 50名を採択し、起業支援金の支給と共

にスタートアップ支援を行っています。

　私たちの事業の特徴として、事業の推進を地元

自治体（横浜市）と連携して行うこと、講座の内

容には公民連携の視点を積極的に採り入れ、地域

における雇用創出を意識した事業をたくさん生み

出すことを志向し実行したことが挙げられます。

　その後、2011年には「新しい公共支援事業」

として内閣府が 87.5億円の予算をつけ、各都道

府県に基金を造成する形で約 2年間事業がなさ

れました（参考◆内閣府「新しい公共」推進会議

http://www5.cao.go.jp/npc/index.html）。

　「新しい公共支援事業」のもと、私たちは YSB

スクール（ヨコハマソーシャルビジネススクール）

が採択され、社会的企業の担い手を発掘支援する

講座事業を行い、160名の修了生を輩出しました

（iSB公共未来塾・横浜、YSBスクールは公益財

団法人起業家支援財団が事業主体でしたが、現在

はその事業を関内イノベーションイニシアティブ

株式会社が引き継いでいる）。

　横浜市では、国の施策に先行する形で、2008

年度からソーシャルビジネス支援を経済部局が担

当して独自の施策を継続して行っており、今現在

も事業が展開されています。

　mass×mass関内フューチャーセンター（運営

会社：関内イノベーションイニシアティブ株式会

社）は、横浜市都市整備局のモデル事業の一環で、

関内関外地区の業務再生を目的に、社会起業家の

インキュベーション施設として開設されました。

その立ち上げの過程で共創推進本部（現在は政策

局共創推進室）が関わったことから、内閣府地域

社会雇用創造事業の採択にあたって、共創推進本

部が、経済局、こども青少年局、市民局、政策局、

福祉局などをつなげる調整役となりました。複数

の部署で社会的企業育成に関わる体制をつくるこ

とができた点も、他の採択団体との相違点として

特筆できると思います。
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　皆さんにとって「社会的企業」とはどんな存在

でしょうか。皆さんがこれまで携わった仕事、ご

自身や身近な人の置かれている状況などによっ

て、この言葉を知っている度合も異なるかと思い

ます。東日本大震災以降、社会的企業や社会起業

家に対する関心が一段と高まっていますが、社会

的企業についてよく知っているという人はまだま

だ少ないといえるでしょう。

　ある社会的企業の起業セミナーで、「社会的企

業、社会起業家といった時、誰をどんな組織を思

い浮かべますか ?」と聞いたところ、「フローレ

ンス」「マザーハウス」「ピースウィンズ・ジャパン」

などの日本の著名な組織や、「グラミン銀行」「ア

ショカ財団」といった海外の組織を挙げる人もい

ました。また、「ビル・ゲイツ」「Amazon」「facebook」

など米国の IT企業やその創始者の名前も挙がり

ました。実に多様です。どれも間違いではないと

思います。

　どうして、多様なのか。それは、日本において

法的な定義がないこと。また、類似の組織体との

境界があいまいで、社会的企業そのものの事業の

守備範囲が広いことがその理由です。

　社会的企業の言葉も使う人によって異なりま

す。ソーシャルビジネス、ソーシャル・エンター

プライズ、社会事業法人、社会起業家、コミュニ

ティビジネスということもあります。

　まず、ここでは、「社会的企業」を「地域課題

の解決を目的として、収益を上げつつ、継続的に

取り組む事業体のこと」とします。こうした事業

を創始した実業家などを「社会起業家」と呼ぶこ

とにします。

　その事業体は、NPOや NPO法人に限らず、

個人事業主、株式会社、組合など様々です。これ

もまたわかりにくいところかもしれません。

　経済産業省では、ソーシャルビジネスを「社会

性」「事業性」「革新性」の 3点で整理しています

（参考◆経済産業省ホームページ http://www.meti.

go.jp/policy/local_economy/sbcb/）。

　上記に補足する形で、中島智人氏（産業能率大

学准教授）は、右のようにまとめています。

　ここで重要なのは、社会的企業は、社会的に排

除された人たち（例えば、ニート・ひきこもり、

路上生活者、シングルマザー（シングルファザー）、障

害者、高齢者など）を何らかの形で社会参加する

仕組みを継続的に提供する主体であること、そし

て、何らかの社会的な目的を持って事業展開して

いることが、その特徴であるとしていることです。

その点がいわゆる一般的な企業と異なる点です。

とはいえ、一般的な企業においても、社会的目的

を持って事業を展開していこう、それが顧客満足

度を上げ、社会的価値を向上させようと、社会的

目的事業を積極的に展開しているものも出現しつ

つあります。

　近年、日本において新聞や雑誌、書籍で紹介さ

1
社会的企業とは何か　社会起業家とは何か
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　経済産業省が平成 21年 2月に『ソーシャルビ

ジネス 55選』の報告書をまとめました。その中

では事例として地域活性化に取り組むものが多く

取り上げられていましたが、活動分野を概観する

には十分ではないと考えられます。

　ここでは、地域課題について知るために、「平

成 25年度特定非営利活動法人に関する実態調査」

（平成 25年、内閣府）を見てみることにします

（p13参照）。NPO法人では、定款に掲げる活動

分野（複数掲げることができる）は、「保健・福祉・

医療」が 50％超、「子どもの健全育成」が 40％超

であり、地域課題のうち社会福祉分野の占める割

合は多いことがうかがえます。

　なお、公的サービスにおいて部分的に市場原理

を取り入れている分野を「準市場」といいますが、

その分野には医療、福祉、教育、保育サービスが

挙げられます。社会的企業の参入分野として、事

業資金を拡大していくためにも注目すべき分野と

考えています。

れる社会起業家は、事業の着想の新しさばかりが

強調され、その成功は個人の資質によるものとと

らえられがちです。社会的企業は、新たな市場を

開拓し、雇用を生む、それは一般的な企業と比べ

てごく小さいものかもしれませんが、一定の地域

にあまねく存在する地域課題の解決を担っていく

主体の一つとしてしっかり根付いてほしいと私た

ちは考えています。

ভ੫ऋॉੌिୠୖधम

　政府や自治体が取りまとめを行った社会的企業

に関する調査報告などは、まだそれほど数多く

存在しているわけではありません。後に詳しく

紹介しますが、社会的企業の組織形態はNPOや

NPO法人に限らず、株式会社や組合など多様で

あり、活動分野も幅広いものです。このため、特

定の省庁が実施するような調査においては、全体

像を捕捉することが難しいのが現状であるといえ

ます。

ভਙ ॥গॽॸॕभ൴धःअનऩ৯ؚড়ॢঝشউपेढथয়ठऑैोञॖॽ३॔ॸॕঈؚৱম
ਚથप੦तऊऩःਔઓৠਥؚણपेढथ୶॑ਭऐॊযञठपेॊਸؚਹဋীଦभ

ভൾુਁق१شঅ५उेलৃऊैभႧਗكषभৌૢ

হਙ ଃ؞१شঅ५भেਓؚஔभಲਢણؚৈ২भق৽ੋكঽਙ

ँॊங২भ৽ੋজ५ॡؚਈभથௌ௮

َভऩ৯॑ढथःॊऒधُउेलَভ্১ध৽ੋ্১ध়॑घॊऒधُؚ णऽॉؚ
ভ৯॑ৰਠघॊুधखथभ৽ੋણभਏਙ

ৗਙ ଃ؞१شঅ५भৗਙؚଃ؞१شঅ५भघॊலੌाभৗਙ

ৱ౺৹भৗਙ

९ش३কঝঅ४ॿ५॑ଝघॊਕਏಞ

লਚٷরਣඈযଝৱમऊै
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　社会的企業を理解するために、既存の組織・団

体との関係から整理したものが図表 1となりま

す。主たる財源、主たる目的、所有形態、剰余金

の分配、資産の処分といった視点は、社会的企業

の共通理解を得るうえで有用です。

　では、ここで、社会的企業についてより詳細に

説明していきます。まず、主たる財源については、

取引活動による事業収入と助成金・寄附金の二つ

の財源があります。次に、社会的企業の主たる目

的は、利益の追求ではなく、社会的目的にありま

す。

　所有形態は、法人格の種類にもよりますが、法

人格として株式会社などの営利法人を選択してい

れば私的所有に、NPO法人などの非営利法人を

選択していれば社会的所有にと一義的には整理で

きます。ただし、近年では、株式会社の中でも非

営利型株式会社（配当を積極的にしないなどの規

定を定款に盛り込むことができる）という考え方

もでてきていますので、法人格の種類だけで整理

できないこともあります。

　剰余金の分配、資産の処分については、この図

がイギリスの制度をもとにつくられていることも

2
社会的企業の位置付け

1ٷভ੫भਜ਼઼હऐ

লਚٷরਣඈযك2011َق ভ੫ଢ଼पঢ়घॊઅ؟অ४ॿ५؞ঔॹঝभଳਡऊैُ
http://www.sanno.ac.jp/univ/library/publication/rakc1q0000001tgx-att/310202.pdf
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社会的企業にとって重要なことは、活動や事業を

行う際に、いかにして、社会的な側面と経済的な

側面のバランスを保つかということです。その方

法として、例えば、中島氏は、Dees（1996）の

考え方を紹介しています。

　図表 2は、社会的企業にとって重要となる利

害関係者に注目し、社会的企業を非営利組織と営

利組織との一連の関係の中で位置付ける「ハイブ

リット組織としての社会的企業（社会的企業スペ

あり、日本の制度とは少し異なりますが、考え方

や大きな枠組みは参考になると思います。イギリ

スでは、社会的企業が法律で定められており、法

的な基準は明確にされています。ただし、その制

度も流動的であり、複雑であるため、ここでは制

度的な説明は省略します。

ভ੫पउऐॊভਙध৽ੋਙपणःथ

　社会的な側面と経済的側面を持ち合わせている

ল๕ٷDees, J. Gregoryك1996قSocial Enterprise Spectrum: Philanthropy to Commerce, Harvard Business School 
Note 9-396-343, Boston, MA: Harvard Business School
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クトラム）」を提示するものです。社会的企業に

とって利害関係者とは、その目的を達成する対象

となる受益者、あるいは事業活動に必要な経営資

源を提供するもの、社会的企業の意思決定を担う

ものとなります。

　この社会的企業スペクトラムでは、一方に「純

粋に慈善的（非営利的）事業」を、他方に「純粋

に商業的（営利的）事業」を配置し、社会的企業

をその中間に位置するハイブリットな事業体とし

て位置付けています。

　ここでの利害関係者とは、「第一の受益者」「資

本提携者」「労働力」「供給業者」「ガバナンス（統

治）」です。社会的企業の多様で複雑な実態を念

頭に複数の利害関係者を提示することにより、社

会的企業が実際の活動で採りうる業務上の選択肢

を提供しています。

ভ੫भঅ४ॿ५ঔॹঝध
ॵ३ঙথधঐॿ४ওথॺ

　社会的企業のマネジメントは、一般の企業にお

けるマネジメントとさほど変わりません。ただし、

一般の企業と異なる点は、社会的企業では、営利

の追求よりも、社会課題の解決が最重要・最優先

課題であることです。社会課題の解決のため、ボ

ランティアや寄附者などの組織外部に協力者が求

められること、お金を集める手段が複数あること

（サービスの提供による対価だけでなく、会費・

寄附金・協賛金などがある）などが挙げられます。

関係者が多く、多様な資金源があるため、一般的

な企業経営よりも経営は難しいといわれます。

　社会的企業を立ち上げようとする人によく聞か

れるのは、どういう組織体で運営を行うべきかと

いうことです。その回答について、私たちは「社

会を変えるには、個人という立場では難しく、法

人として取り組むべきである」と考えています。

社会的企業が社会的なメッセージを発信したり、

行政や企業に社会変革を訴えかけたりすることに

対しても、個人では限界があるため、組織として

責任体制や継続性を担保するために法人格を取得

することは必要不可欠です。

　法人化は、事業の取引先となる行政や企業と契

約する際にも社会的信用度を図るものさしの一つ

になります。その中でも一部の社会的企業は複数

の法人格を所有します。その理由としては、例え

ば、「行政と取引する際には非営利法人の法人格

を取得していた方が信用を得やすい」「一般企業

と取引するには、非営利法人よりも営利法人の方

が理解されやすい」といったように、取引先によ

り、法人格を臨機応変にすることにより、取引が

スムーズにいく、相手からの信用力が高まるなど

が理由として考えられます。ただし、それは組織

の置かれている状況により、慎重に判断すべきで

あり、すべての組織が二つ以上の組織体を運営す

ることが必ずしもベストというわけではないと考

えられます。

　いずれにしろ、社会的企業は、社会的目的と経

済的な目的の両立が求められる組織体であり、そ

の両立を達成するための組織マネジメントは非常

に複雑です。また、日本においてはあまり指摘さ

れていませんが、その革新性を追求するための社

会運動性は重要な要素だと考えます。
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　社会的企業について、近年では新聞やテレビな

どのマスコミで取り上げられる機会が増えてきま

した。しかし、残念ながら、社会的企業そのもの

よりも、その企業を運営する経営者など個人の資

質やキャラクターに関心を示していることが現状

です。

　私たちがめざすのは、ある特定の個人が手掛け

る社会的企業を増やすことではありません。ある

分野のヒーロー、ヒロインを生み出すことももち

ろん重要ですが、それ以上に、ある一定の条件が

整えば、どの地域においても展開可能な社会的企

業もしくは社会的事業としたいと考えています。

その理由としては、個々の社会的企業の守備範囲

は限定的であるからです（もちろん、サービスを

提供するコミュニティが地域を超えて、全国に及

ぶものもありますが、ここでは、地域コミュニティ

をベースにその地域に必要とされるサービスを提

供するものとします）。

　社会的企業が持続的な活動を行うためには、社

会的目的を達成する活動と、その活動に必要な経

営資源の獲得を可能にするビジネスモデルの構築

が必要であり、そのビジネスモデルに社会的企業

としての特徴があります。

　社会的企業のビジネスモデルを理解する前段と

してビジネスモデルの一般的な定義を見ると以下

のようになります。

　「ビジネス・モデルとは、経済活動において、（1）

誰にどんな価値を提供するのか、（2）その価値を

どのように提供するのか、（3）提供するにあたっ

て必要な経済資源で対価を売るのか、（4）提供し

た価値に対してどのような収益モデルで対価を得

るか、という四つの課題に対するビジネスの設計

思想である」（國領二郎（1999）『オープン・アーキ

テクチャ戦略』ダイヤモンド社、同（2004）『オープン・

ソリューション社会の構想』日本経済新聞社）。

　ハイブリット組織としての社会的企業は、様々

な資源の組み合わせが求められます。その場合、資

金を提供する利害関係者の貢献は、金銭的なものに

限らない様々な誘因によって引き出されるため、資

金調達の視点は特に重要です。また、財やサービス

の提供による直接の対価（受益者負担）だけではな

い対価の獲得の方法が求められている社会的企業

では、寄附や補助金・助成金を含めた多様な利害関

係者からの対価の獲得が、持続可能な収益モデルを

構築する上で不可欠な視点となります。

3
社会的企業のビジネスモデルを考える

aٷजभভ੫पधढथभَਭஇُमၴदँॉؚ
न॒ऩَகُ॑घॊभऊधःअভ੫भણ
भ৯धহઍपঢ়घॊଳਡ

bٷহ৯ຄষभञीभুभଳਡ

cٷਏऩَ৽ৱ౺ُम୦दँॉؚजो॑नभेअप
৹घॊऊधःअଳਡ

dٷহਙ॑ન৳घॊञीभَઽஇঔॹঝُभଳਡ

ভ੫भঅ४ॿ५ঔॹঝभਏಞ

লਚٷᚷ୩भଝपेॉؚরਣඈযऽधी
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a
କੇ੍ରঔॹঝ
entrepreneur support model

ऒभঔॹঝभভ੫मؚভକੇ॑ৌधखञহृଃਜ੍ର॑ভ੫भ
হधखथखथउॉؚভକੇऋৃदभਬ॑ষअभ੍॑ରखथःॊ؛धख
थमؚসਃঢ়ؚ৽੍ର१شঅ५ਃঢ়ऩनऋऑैोॊ؛

b
ৃᄘஂঔॹঝ
market intermediary model

ऒभঔॹঝभভ੫मؚৌपৌखथଲષ৫ؚৃषभ॔ॡ७५ؚৱসखહ
ऐऩन॑ষअ؛इयؚইख़ ॻ॑ষढथःॊভभेअपؚৌदँॊেشॺঞ؞॔
ਓपৌखथؚৃ॑ৄলघুஃऐ॑ষढथःॊણऋऒोपँञॊ؛ 

c
౻৷ঔॹঝ
employment model

ৌपৌखथؚ౻৷ਃভृธಫ॑खथःॊভ੫भঔॹঝदँॊ؛૩
ؚشঞ५ؚফؚಬഄभँॊযऩनௌ௮ৃऊैൾऔोञযञठ॑౻৷ख
ञदଃृ१شঅ५भেਓ॑ষःؚजो॑ಹৃदਬघॊણ॑ষढथःॊ؛

d
লਟৈ௸ःঔॹঝ
fee-for-service model

ऒभঔॹঝभভ੫मؚভ१شঅ५॑ૹ৲खथउॉؚजभ१شঅ५॑ઉமৌ
पؚुखऎमમস੍॑௸अਸ਼ਕपघॊ؛१شঅ५भपखथؚৌ
प੍௸ચৡऋँॊৃ়पमৌऊैઉமમস॑ඉઽघॊ؛

e
१شঅ५ஃਛঔॹঝ
service subsidisation model

ଃृ१شঅ५॑ৃदਬघॊऒधपेढथઽো॑੭थؚजभਹஇ॑ভউটॢছ
पৌखथৱসघॊভ੫दँॊ؛ৱਓभঞংঞॵ४पेढथਈुਹஇऋदॊे
अऩலੌाभଡണऋষॎोॊ؛

f
ৃ৴ঔॹঝ
market linkage model

ऒभঔॹঝभভ੫दमؚৌधਗৃधऋਬঢ়બ॑ଡണदऌॊेअप੍ର
खथःॊ؛ऒऒदभভ੫भ૽સमःॎयൎஂदँॉؚেਓधභେ॑ल
णऐॊ૽સ॑ટञखथःॊ؛

g
ੌ௶੍ରঔॹঝ
organizational support model

ਗৃदभଃृ१شঅ५भਬपेढथ੭ैोञਹஇؚ॑ভણ॑ষढथःॊ
ੌ௶पखथःॊভ੫दँॊ؛ভણधৱস॑੭ॊञीभহણधम
৸पજॉऔोथःॊ؛

ভ৯॑ਛघॊञीभਭஇषभகभधৃधभঢ়બधभଁ়২়ःऊैाञঔॹঝقAlterك

ল๕ٷরਣඈযك2011َق ভ੫ଢ଼पঢ়घॊઅ؟অ४ॿ५؞ঔॹঝभଳਡऊैُ
Alter, Kimك2007قSocial Enterprise Typology, London: Virtue Ventures
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a
କੇ੍ରঔॹঝ
entrepreneur support model

ऒभঔॹঝभভ੫मؚভକੇ॑ৌधखञহृଃਜ੍ର॑ভ੫भ
হधखथखथउॉؚভକੇऋৃदभਬ॑ষअभ੍॑ରखथःॊ؛धख
थमؚসਃঢ়ؚ৽੍ର१شঅ५ਃঢ়ऩनऋऑैोॊ؛

b
ৃᄘஂঔॹঝ
market intermediary model

ऒभঔॹঝभভ੫मؚৌपৌखथଲષ৫ؚৃषभ॔ॡ७५ؚৱসखહ
ऐऩन॑ষअ؛इयؚইख़ ॻ॑ষढथःॊভभेअपؚৌदँॊেشॺঞ؞॔
ਓपৌखथؚৃ॑ৄলघুஃऐ॑ষढथःॊણऋऒोपँञॊ؛ 

c
౻৷ঔॹঝ
employment model

ৌपৌखथؚ౻৷ਃভृธಫ॑खथःॊভ੫भঔॹঝदँॊ؛૩
ؚشঞ५ؚফؚಬഄभँॊযऩनௌ௮ৃऊैൾऔोञযञठ॑౻৷ख
ञदଃृ१شঅ५भেਓ॑ষःؚजो॑ಹৃदਬघॊણ॑ষढथःॊ؛

d
লਟৈ௸ःঔॹঝ
fee-for-service model

ऒभঔॹঝभভ੫मؚভ१شঅ५॑ૹ৲खथउॉؚजभ१شঅ५॑ઉமৌ
पؚुखऎमમস੍॑௸अਸ਼ਕपघॊ؛१شঅ५भपखथؚৌ
प੍௸ચৡऋँॊৃ়पमৌऊैઉமમস॑ඉઽघॊ؛

e
१شঅ५ஃਛঔॹঝ
service subsidisation model

ଃृ१شঅ५॑ৃदਬघॊऒधपेढथઽো॑੭थؚजभਹஇ॑ভউটॢছ
पৌखथৱসघॊভ੫दँॊ؛ৱਓभঞংঞॵ४पेढथਈुਹஇऋदॊे
अऩலੌाभଡണऋষॎोॊ؛

f
ৃ৴ঔॹঝ
market linkage model

ऒभঔॹঝभভ੫दमؚৌधਗৃधऋਬঢ়બ॑ଡണदऌॊेअप੍ର
खथःॊ؛ऒऒदभভ੫भ૽સमःॎयൎஂदँॉؚেਓधභେ॑ल
णऐॊ૽સ॑ટञखथःॊ؛

g
ੌ௶੍ରঔॹঝ
organizational support model

ਗৃदभଃृ१شঅ५भਬपेढथ੭ैोञਹஇؚ॑ভણ॑ষढथःॊ
ੌ௶पखथःॊভ੫दँॊ؛ভણधৱস॑੭ॊञीभহણधम
৸पજॉऔोथःॊ؛
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　私たちが暮らす現代の社会では、ますます「ソー

シャルイノベーション」が求められるようになっ

ています。社会の中で様々な課題が顕在化する一

方で、その課題の解決には、これまでとは異なる

何か「革新的」な方法が求められているのです。

福祉、医療、教育、社会保障など社会サービスの

提供、あるいは安定した雇用の創出、社会的・経

済的格差の是正、地域の活性化・まちづくり、環

境の保護など社会的課題の解決には、これまで、

国や自治体などいわゆる公的セクターが対応して

きました。また、私たちの生活に必要な商品やサー

ビスの提供や雇用の創出については、市場での交

換を通じて主に企業がその供給を担っていまし

た。しかし、少子高齢化の進展、家族や地域社会

の変容、生活スタイルの変化などによって、私た

ちが必要とするニーズが多様化する一方で、経済

活動の成熟化や国・自治体予算の削減などにより

すべてのニーズに対して十分なサービスの供給を

期待することはもはやできなくなってしまったの

が現状です。私たちがこれまで依存してきた様々

な制度や仕組みが機能しなくなった現在、これま

でとは違った何か新しい取組みが求められている

のです。

ॖঀঋش३ঙথقৗكधভ੫

　イノベーション（革新）とは、新しい方法、ア

イデア、生産物を取り入れることによりすでにあ

るものに変革をもたらすこと、と理解されていま

す。オーストリアの経済学者 J・A・シュンペーター

は、経済活動における発展は、生産方法の従来と

は異なる方法による活用をもたらす「新結合」が

非連続的に現れることによって実現されるとし、

この新結合を遂行することをイノベーション、ま

たその担い手を企業家（起業家）と表しました。

また、経営哲学者の P・F・ドラッカーは、イノベー

ションを「資源に対し、富を創造する新たな能力

を付与するもの」「資源を真の資源たらしめるも

の」ととらえ、イノベーションによって様々な資

源に経済的価値を与えることの重要性を強調して

います。さらに、ドラッカーは、特に日本に対し

ては、明治維新後に築かれ今日まで日本の競争力

の源泉となっていた社会・経済システムが変革を

迫られており、新たな「社会的イノベーション」

が強く求められていると指摘しています。イノ

ベーションとは、経済発展に直接結びつくような

単なる技術革新を超えて、新しい生産（提供）方

法や資源の活用によって、経済的・社会的な発展

をめざすものであり、その意味で、新しい社会的

なニーズに対してこれまでとは異なる革新的な方

法によって応えるのをソーシャルイノベーション

と理解することができるのではないでしょうか。

　このようなソーシャルイノベーションの主要な

担い手として期待されているのが、ソーシャルビ

ジネス、あるいは社会的企業（ソーシャルエン

1
ソーシャルイノベーション
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供するための仕組みをどのように作り出すか、よ

り具体的には、モノやサービスの生産・提供に必

要となる資源（経営資源）をどのように調達する

か、つまり提供するための仕組みや資源調達にお

ける革新性です。いくら満たされないニーズに対

応した革新的なモノやサービスを開発したとして

も、それを持続的に提供できなければ、社会ニー

ズを満たしたことにはなりません。市場を通じて

経済的な目的を達成するような企業が、製品や

サービスの市場での取引によって得た対価（代金）

を原資として必要な経営資源を調達するのとは異

なり、社会的な目的を第一とするソーシャルイノ

ベーションの担い手は、市場での取引を行ったと

しても、必要な経営資源を調達するだけの対価を

得られない場合がしばしば見受けられます。それ

は、価格の設定方法によっては、潜在的な受益者

を疎外してしまう恐れがあり、社会的目的を達成

するために経済的なリターンを犠牲にしてでも必

要なモノやサービスを必要とする人たちに提供し

なくてはならないからです。この意味で、ソー

シャルイノベーションとは、これまで使われてい

なかった資源を発掘したり、異なる資源同士を組

み合わせて資源に新しい価値を見出したり、ある

いは市場での交換によらない支援的な資源を獲得

したりするなど、資源調達に革新をもたらすこと

ともいえるのです。

　ソーシャルイノベーションは、その革新の担い

手が継続的な事業体として、主体的に社会的課題

の解決をめざすために必要不可欠な取組みといえ

るのではないでしょうか。

タープライズ）と呼ばれる事業体です。社会的企

業は、社会的な目的を第一義とし、市場での取引

といった経済的な活動と寄附やボランティアなど

社会的・支援的な活動とを組み合わせてその目的

を達成しようとするものです。日本では、しばし

ば「社会性」「事業性」「革新性」を併せ持つもの

として理解されています。

ॖঀঋش३ঙথقৗكभणभડએ

　ソーシャルイノベーションの「革新性」は、二

つの面から考えることができます。一つは、新し

い社会的なニーズに対応するために、これまでな

かったような製品（モノ）やサービスを開発した

り、必要な製品やサービスを新しい方法で提供し

たりすること、つまりモノやサービスの提供に関

わる革新性です。既に指摘したように、現代の社

会では、私たちが必要とする社会サービスのすべ

てを国・自治体による供給で賄うことは、財政的・

技術的に困難な状況です。また、企業によるサー

ビス提供は、市場性がないために（つまり、儲か

らないために）サービスが提供されなかったり、

提供されたとしても対価が支払えるだけの経済的

な力を持っている利用者に限定されたりと、本当

にサービスを必要とする人が利用できるとは限り

ません。その満たされないニーズについて、これ

までにないサービスや新しい方法でサービスを提

供することがソーシャルイノベーションであり、

その担い手が社会的目的を持ち、利用者を巻き込

み、利用者に寄り添いながら必要なサービスを提

供する社会的企業です。

　もう一つの「革新性」は、モノやサービスを提
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　組織というものは、営利・非営利であるかに関

わらず、外部との関係なくしては存続することは

できません。組織は、その目的を達成するために、

外部から必要な資源を調達し、それを組織内部で

付加価値をつけた上で加工し、そしてモノやサー

ビスとして外部に提供しています。組織の存続は、

組織とその組織が置かれた環境との相互作用に依

存していて、環境への適応がマネジメント上の重

要な課題と考えられます。

　現代のように、組織を取り巻く環境が様々な要

素からなり、また変化に富んでいるような不確実

性の高い状況では、組織がその目的を達成し期待

される成果をあげるためには、組織が何であるか、

どこへ向かって進むのか、あるいはどうやって進

むのかを明確にし、組織内外の関係者（利害関係

者）と共有する必要があります。このように組織

の方向性を示し、様々な利害関係者との関係を構

築し、組織における環境適応のための拠りどころ

となるのが、経営戦略にほかなりません。

৽ਅറधम

　A・D・チャンドラーは、『経営戦略と組織』の

中で、経営戦略を「企業の基本的な長期目標や目

的を決定し、これらの諸目標を遂行するために必

要な行動のコースを選択し、諸資源を割り当てる

こと」と定義しました。そして、環境の変化に対

応して戦略を策定し、それを効果的に実行するた

めには組織を戦略に適合する必要がある、としま

した。チャンドラーによれば、「組織は戦略に従う」

と考えられるのです。

　様々な経営戦略の考え方がある中で、「組織が

その目標や目的、標的を達成するために行う基本

的意思決定を指し、ドメイン戦略、資源戦略、競

争戦略からなる」ととらえることができます（榊

原清則（2002)『経営学入門（上）』日経文庫）。この

考え方は、社会的目的を達成するために、必要と

なる経営資源を提供してくれる利害関係者との関

係を構築することが、組織の存続にとって重要と

なる社会的企業にとって、特に「ドメイン戦略」

と「資源戦略」とが重要となります。

ॻওॖথਅറ

　ドメインとは、企業の事業領域を意味します。

具体的には、「われわれは今どのような事業を行っ

ており、今後どのような事業を行おうとしている

のか」「わが社はいかなる企業であり、いかなる

企業になろうとしているのか」に答えるものと理

解できるでしょう（榊原、前掲書）。ドメインを

決定する場合に、既存の製品やサービスから定義

してしまうと将来の発展性を疎外することになり

ます。そうではなく、企業の目的や使命（ミッショ

ン）に則り、市場や社会のニーズや受益者に即し

て定義することが、将来の発展にもつながり、特

に環境の変化や競争が激しい場合には重要な視点

2
経営戦略とは
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動を行うためには、必要な経営資源、すなわちヒ

ト（人的資源）、モノ（物的資源）、カネ（財務的

資源）、そして情報、知識、スキルあるいは信用

などの情報資源を獲得しなければなりません。さ

らに、社会的企業といえでも、様々なセクターと

市場で競争するためには、事業展開を可能とする

中核能力を獲得する必要があります。

　資源戦略の役割は、必要な資源を獲得し、その

価値を高め、それを適切に配分し活用することに

あります。社会的企業では、特に、必要となるす

べての資源を市場（モノやサービスの市場だけで

はなく、労働市場、金融市場など）で調達するこ

とは、資金的に困難である場合がほとんどです。

したがって、市場での取引によらない寄附や補助

金・助成金、ボランティアに代表される支援的な

資源を組み合わせて獲得することが必要となり、

営利企業と比較して資源戦略がより重要となって

います。

となります。

　社会的企業がドメインを明確にすることは、そ

の社会的目的を明確にすることになります。自分

たちは「何を行い、何を行わないのか」が明確に

なり、社会性と事業性とのバランスをどうとるの

か、どちらを優先するのかについての判断基準と

なります。さらに、ドメインの明確化は社会に対

して果たすべき役割の明確化であり、結果として

様々な利害関係者に対して支援や協力を得る際に

必要なメッセージを送ることができるようになる

のです。また、企業内部に対しては、メンバー間

に一体感を生むことにもなります。このようにド

メイン戦略により、社会的企業が自分たちのアイ

デンティティを確立し、それを内外にアピールす

ることにつながるのです。

ৱ౺ਅറ

　社会的企業が目的を達成するために持続的に活
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　社会的企業がその目的を達成するには、提供す

る製品やサービスが受益者である「顧客」によっ

て選択・採用されることが大前提となります。い

くら「良い」サービスを提供しても、適切な受益

者に届けられなければ意味がないのです。このよ

うに、ターゲットとなる顧客が、他の事業者では

なく自分たちを選択することによってはじめて、

社会的目的の達成が可能となるのです。この意味

で、社会的企業にとっても対象者のニーズや欲求

（ウォンツ）あるいは関心を理解し、競合する他

者（社）よりも効率的・効果的に必要とされる製

品・サービスを提供すること、すなわちマーケティ

ングが重要となります。

൹धमၴऊ

　社会的企業には、二つの対処すべき「顧客」が

あると考えることができます。一つは、社会的な

目的を達成するため社会的企業が提供する製品や

サービスの受益者としての顧客です。このような

顧客は、社会的企業が提供する製品・サービスを

消費する立場にありますが、社会的企業にとって

は、受益者による製品・サービスの選択を通じて

受益者のニーズを満たし、それが結果として社会

的課題の解決につながることから、社会的企業の

目的を達成するためには不可欠となります。

　もう一つの顧客は、社会的企業に様々な経営資

源を提供している利害関係者です。社会的企業に

とっての利害関係者は、経営資源の提供者として

重要な支援者であり、継続的な事業活動のために

その関係を維持・発展させるための努力がとても

不可欠となります。

　製品・サービスの利用者である受益者、あるい

は経営資源の提供者である利害関係者は、社会的

企業との関係に満足している限り、その関係を維

持すると考えられます。この満足は、社会的企業

が提供する製品・サービス、あるいはより広くそ

の目的の達成度合い、すなわち社会的企業の成果

（パフォーマンス）が、利害関係者のそれぞれの

期待を上回っている場合に、初めてもたらされま

す。この意味で、社会的企業は、受益者を含む利

害関係者が何を求めているのかについて理解し、

それを提供し続けることが重要となります。

७ॢওথॸش३ঙথ؞ॱش।ॸॕথॢ؞
এ४३ঙॽথॢ

　社会的目的を持つ社会的企業といえども、すべ

ての顧客に満足を提供することはできません。そ

の目的に照らし合わせて顧客を絞り込み、具体的

なニーズを明確にして対応することが重要となり

ます。マーケティングでは、これをセグメンテー

ション（顧客の細分化）、ターゲティング（標的

の明確化）、ポジショニング（価値を提供し地位

を確立すること）の頭文字をとって STPと呼ん

でいます。ドメイン戦略と同様、自分たちにとっ

3
マーケティング戦略（1）
顧客と製品・サービスのマネジメント
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クの中で解決を図ることが現実的な対応となるで

しょう。

൹धभঢ়બਙभଡണ

　社会的企業は、その社会的目的を達成するため

の顧客、および必要な経営資源の調達先である利

害関係者と、長期的な視点から関係性を構築する

必要があります。これが、顧客関係性構築、カ

スタマー・リレーションシップ・マネジメント

（CRM）の考え方です。CRMでは、顧客・利害

関係者の情報管理、顧客・利害関係者とのコミュ

ニケーション、企業情報の提供と信頼の構築など

を通して、顧客のニーズに的確に対応する仕組み

づくりが図られます。

て誰が顧客・利害関係者であり、誰がそうでない

かを明確にすることは、限られた資源を効率的・

効果的に活用し、最良の成果をもたらすために必

要となります。

　社会的企業が扱う社会的な課題は、一朝一夕

には解決方法を見出せない場合がほとんどです。

ミッション（使命）の達成をその存在価値とする

社会的企業であっても、一つの事業体として、目

に見える対象にすべて対応することは得策ではあ

りません。事業活動に必要な経営資源の獲得状況

や、自分たちの得意分野（中核能力：コア・コン

ピタンス）に照らし合わせて、自分たちがもっと

も必要な顧客を選択する必要があるのです。そし

て、それ以外の顧客については、多様なネットワー
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　社会的企業は、事業活動を通じて社会的目的を

達成するために存在します。ここで重要となるの

は、製品やサービスを必要な受益者に提供しても、

そこから十分な対価を得ることができるとは限ら

ない、ということです。したがって、一つの事業

だけから活動に必要な収益をあげることは困難で

あると言わざるを得ません。そこで、適切な製品・

サービスの構成（ポートフォリオ）と価格設定が

重要となります。

ଲષ؞१شঅ५भਅറध
এشॺইज़জड़؞ঐॿ४ওথॺ

　社会的企業は、社会的・経済的に疎外された人

たちを、何らかのかたちで市場につなげる活動を

行っています。受益者に対して市場との橋渡し役

となったり、受益者に代わって市場に参加したり

することにより、他のセクターの事業体と競争す

ることになります。その結果、提供する製品や

サービスそのものの競争力を高める必要性があり

ます。特に、雇用創出に関わる社会的企業のよう

に、受益者に対して市場との接点を提供するよう

な場合には、市場で受け入れられる製品・サービ

スの提供が、社会的目的の達成と事業の持続可能

性の獲得に不可欠です。

　企業は、通常、複数の製品・サービスを扱い、

経営資源の配分が最も効果的・効率的に行われる

よう、製品や事業の組み合わせを行っています。

これを、プロダクト・ポートフォリオ・マネジメ

ント（PPM）といいます。よく行われる方法と

して、市場成長率を縦軸に、相対的市場占有率を

横軸にとって自社の製品を位置付け、その収益性

や必要となるキャッシュフロー、成長性などから、

理想的な商品構成を考えます。

　社会的企業の場合には、NPOにならって縦軸

に「使命への貢献度」、横軸に「財政への貢献度」

をとり、製品やサービス、あるいは事業を位置付

ける方法が有効でしょう（次頁図を参照）。営利

企業と異なり、社会的企業ではたとえ財政への貢

献度は低くても、使命への貢献度の高い事業は大

切に守るということが考えられます（ここでは、

「ハート」に相当）。また、使命への貢献度と財政

への貢献度とはしばしばトレード・オフの関係に

あり、両立させることは困難である場合が多く見

受けられます。したがって、「ハート」を維持す

るために、製品・サービスの向上などにより「ス

ター」の可能性を探りつつ、使命への貢献度は低

いものの財政への貢献度が高い「金のなる木」を

活用して「ハート」の維持や「スター」の事業的

自立化への投資に必要な資金を獲得し、全体とし

て組織としての財政的な継続性を確保する、とい

うことをめざすことになります。

તਅറ

　社会的企業にとって、製品やサービスの価格設

4
マーケティング戦略（2）

製品・サービス戦略と価格戦略
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格設定は、事業の存続に必要な適正な利益の確保

という財政的な意味を超えて、その目的や使命の

達成を行うために必要な、顧客や様々な利害関係

者と組織とのコミュニケーションの手段ともなっ

ているのです。

定は重要です。それは、価格の設定方法によって、

受益者の製品・サービスへの利用可能性が左右さ

れるからです。例えば、経済的困窮者をターゲッ

トにした事業を行う場合、受益者がそのサービス

を利用できるような価格設定が求められます。受

益者の状況を考慮せず、必要なコストの回収を行

うなど提供者側の論理で価格設定を行うと、本当

にサービスを必要としている人たちがサービスを

利用できなくなってしまうのです。潜在的な受益

者が利用できないサービスは、社会的企業の目的

の達成には、何ら寄与しません。

　これに対して、潜在的な支援者に対しては、市

場価格と比較してプレミアムを上乗せした価格設

定も、場合によっては有効となります。例えば、

不利な状況にある人たちの雇用や就労の機会の提

供、あるいはフェアトレードなど市場への接続を

行うような社会的企業では、その活動に共感した

人たちが、市場価格よりは高いが「適正」な価格

なら、消費活動を通じての支援を行う、と考える

ことも可能です。

　このように、社会的企業の製品・サービスの価
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ভ੫भଲષقহكএشॺইज़জड़؞ঐॿ४ওথॺ
ভ੫धষभঢ়બ

　NPOの分野においては、行政との関係性を考

える場合、協調、協働を積極的に行うケース、行

政との関係を持たないケースなど様々な視点があ

るとされます。社会的企業のすべてがNPOでは

ありませんが、ここでは少しNPOの視点からの

解説をご紹介します。

　1998年のNPO法成立後、自治体によるNPO

支援の動きは活性化し、現在ではほぼ施策メ

ニューは定常化したといえるでしょう。自治体は、

公共サービスへの NPOの参画によって、NPO

を通して市民の社会参加の機会が広がることを期

待していたり、サービスの提供コストが下がる

ことなどを期待しています。現時点においては、

NPOが社会的使命を掲げることによって多くの

ボランティアの参画を促したり、民間団体として

の効率性を追求しているという特性を理解せず、

単なる安上がりな下請けとしてとらえている自治

体がないとはいえません。

　さらに近年、NPOにおいては「清く正しい」

存在として等身大以上の組織マネジメントを期待

される傾向にあります。寄附も集めて、委託事業

も行う、それをバランスよくやれている組織はほ

とんどないのが現状です。フレキシブルに地域課

題の解決に対応できるのは行政でも企業でもない

インフォーマルな存在だからこそであり、その柔

軟さを周囲の過剰な期待によってそぎ落とされて

いくことに筆者は少し危機感を持っています。も

ちろん、公共サービスの担い手としての最低限の

社会的責任は果たすことは大切なことです。

ষधभঢ়ॎॉमणभ౧धमैऩः

　そもそも社会的企業や社会起業家の性質上、関

係する部署は多岐にわたります。

　株式会社フェアスタート（http://fair-start.co.jp/）　

を事例に見てみましょう。

　フェアスタートは、児童養護施設の退所者を対

象にした就職あっせん事業を展開する社会的企業

です。かつてリクルートグループに所属していた

代表が、児童養護施設の存在を知り、その退所者

の就職に施設が十分に携わることができず、また

退所者である若者が自身の就職についてしっかり

と将来を見据えて選択をしていないことに気づき

ます。一方、中小企業の経営者が、特に東日本大

震災以降、人手不足に悩んでいることを知り、自

身の得意分野である人材あっせん事業を通してそ

の両者をマッチングさせる仕組みを考えられない

かと構想したのがフェアスタートの取組みです。

　フェアスタートは構想した事業を進めるため、

横浜市の関連する部局にアプローチすることにし

ました。児童養護施設の管轄は横浜市では「こど

も青少年局」、中小企業の経営者と接触するため

「経済局」となります。それらを窓口にそれぞれ

5
社会的企業におけるネットワークの構築（1）

行政
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も、取り組む事業によっては、そうした評価軸を

設け、検証していくことが必要と考えます。

　社会的企業という切り口ではまだあまり馴染み

がない概念として、「NPOと行政の協働」とい

考え方をご紹介します。図をご覧ください。

　Aは行政と直接関係がなくNPOが独自に活動

する領域、EはNPOと直接関係がなく行政が独

自に活動する領域を示しています。

　Bは NPOが主で行政が従として関わる領域、

CはNPOと行政が共に責任と成果を共有する領

域、Dは行政が主でNPOが従として関わる領域

となります。

　例えば、BはNPOの主体的な活動を資金的支

援など、CはNPOと行政の双方の資源を持ち寄っ

てイベントやセミナーなど、Dは行政による業

務委託や指定管理者制度などが考えられます。行

政との関わりをこうした図で整理することによっ

て、受益者にとってより良い関係性のあり方を考

えるきっかけとなればと思います。

の部局の関連機関とのつながりを広げていきまし

た。そこからさらに、神奈川県、全国レベルで自

治体や関連機関との連携を広げていっています。

　「児童養護施設の退所者向けの就職あっせん事

業」という切り口によって、連携することもない

部署をつなげ、その課題を解決する仕組みをつく

り、成果をだしていくという役割を社会的企業が

果たしています。

ষधভ੫भॿॵॺডشॡप
ୄऔोॊुभ

　ネットワークによる効果は、WIN-WINの関

係を意識すべきと言われますが、これには少し違

和感を持ちます。企業同士のネットワークであれ

ば利益追求が強調されるのは当たり前ですが、自

治体と社会的企業のネットワークの目的は、そこ

から生まれる事業やサービスの受益者にとってメ

リットがあるかということが評価軸になると思い

ます。もちろん、自治体と企業のネットワークに

ٷNPOधষधभੈ௮୩ୠभ

ল๕ٷળଝ๕ؚංේك2008ِق NPOৰᄷౠّऍॆअचःؚp120
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ॿॵॺডشॡतऎॉमر

　地域課題の解決には、課題を取り巻く関係者間

のネットワークづくりの視点が欠かせません。地

域課題の解決に向けて地域の関係者を巻き込み、

ネットワークを構築していくやり方には、右頁の

神奈川県大磯町の事例のような実行委員会を設置

する方法を初めとして、様々なものがあります。

　例えば、NPOや株式会社の役員として、地域

の様々な主体に参画してもらったり（例：NPO

法人てごねっと石見の役員構成）、商品・サー

ビスの向上や顧客の開拓のために、専門家に加

わってもらったりすることも考えられます（例：

NPO法人コミュニティーワークスの運営する障

害者作業所 hanaの商品開発にパティシエやクリ

エイターが関わる）。

　また、自らが構想する事業を進めるにあたり、

どういう関係者を巻き込むか、どの段階で協力を

よびかけるかという配慮は常に頭に入れておく

べきだと考えられます。一般に考えられるネッ

トワークの相手方ですが、既存組織（地縁組織、

NPOなどの市民団体、地元企業、経済団体など）、

時には、専門家や金融機関、大学などの研究機関

や教育機関、福祉・保健・医療サービスの提供機

関（病院や介護施設など）、行政や行政機関といっ

た先が挙げられます。これらすべてをいつも巻き

6
社会的企業におけるネットワークの構築（2）

地域のステークホルダー

५ॸشॡঝॲشঐॵউ

লਚٷ॔জথॢृઅৱમऊैൿਛ
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込む必要はありませんが、地域が求める未来の姿

を考えたときに、誰に参画してもらうのかを意識

しておきましょう。

　ネットワークを構築することにより、事業を行

うのに必要な様々な資源をより広く調達できるこ

とが可能になります。さらに、いろいろな利害関

係者が名を連ねることにより、個別の団体のとき

よりも事業を行うことの正統性、つまり周囲に対

する説得力が増すという効果もあります。これは、

特に、公平性を重んじる行政からの支援を受ける

ためには重要な視点となります。

　ネットワークの意義は、ネットワークに参画す

る当事者の利益追求というよりも、受益者にどう

いう利益がもたらされるのかという点にあります。

地域デザインや地域経営をより強固で実行力ある

ものにするためにも、その効果を数値化するなど、

誰にでもわかりやすく発信するのも大事なことで

す。

প༺ৰষ৩ভभଡਛ
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　ソーシャルビジネスあるいは社会的事業の運営

に携わる際において、避けては通れない問題があ

ります。それは、事業を立ち上げる際に必要とな

る資金や、事業を継続的に運営していくための資

金をどのように確保していくのかという問題で

す。

　どのような事業も活動に必要となる資金を継続

的に確保しなければ事業として成立することはで

きませんが、それは社会的事業であっても営利事

業であっても同様です。しかしながら社会的企業

は、一般的に営利法人（株式会社など）が採算性

を確保することが難しい事業分野において活動す

ることが多い事業体ですから、事業そのもので資

金を得ることに加え、事業に対する周囲からの幅

広い共感・支援を得ることにより資金を確保する

ことが事業継続上非常に大きな鍵を握っていると

いえます。

　資金調達手段をどのように確保するかというこ

とを考える際に避けては通れないのが、事業主体

の法人格の選択の問題です。法制度上、選択する

法人格によって活用することができる資金調達の

手段や付随して発生する情報開示義務は異なって

きます。したがって、法人設立時においてどの法

人格を選択するかによって、その後の資金調達手

段を決定する、言い換えれば事業運営の形をある

程度規定されることになりますが、社会的事業に

携わる事業者がそのような点について十分に考慮

して法人格を選択している例は、意外なほどに多

くないように感じられます。

　本稿においては、事業を法人化する際に選択し

得る法人格の種類について紹介した後、資金調達

手段、その後の情報開示義務について示します。

১যતभரథ

　事業の開始当初は任意団体や個人での活動で

あったとしても、事業が軌道に乗り一定規模に

なってくると、周囲の勧めもあり法人化を検討す

ることになることが多いと考えられます。任意団

体や個人の活動では、事業内容の社会貢献度の高

さなどとは無関係に、「信用力がない」という言

い方をされることが多いのではないかと思いま

す。ではこの場合の「信用力がない」とは具体的

に何を意味するのでしょうか。

　端的に言うならば、任意団体や個人の事業活動

では、事業活動で得られた資金の使途が第三者か

ら見るとよくわからないという意味であると考え

られます。事業の趣旨や活動内容に賛同した方か

ら寄附を集めたり、あるいは公的な助成金を得た

としても、法人格という「箱」がない場合には、

その資金がどのように使われたのかを集計・報告

する義務が事業者には発生しないため、万が一事

業とは無関係な内容に支出されたとしても、ある

いは逆に適正に支出されたとしても、事後的にそ

れを検証することが難しいということになってし

7
社会的企業における法人格選択と資金調達
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いて、その点が根幹にある上で、意思決定の仕組

や情報開示の点でそれぞれの法人格に応じて違い

があると考えていただけるとわかりやすいかと思

います。

　事業運営者は大抵多忙ですので、事業以外のこ

とになるべく時間や資金を費やしたくないという

思いから、法人格選択の際にも、設立に要する費

用が安いあるいは手間がかからないといった点か

ら法人を選択しがちです。しかしながら、事業を

継続していく中で、選択した法人格の性質に応じ

た運営が求められることになることから、法人を

設立する際には、各法人格の基本的な性質を理解

した上で選択することが望ましいです。なお、一

度選択した法人格を事後的に変更することは手続

き的に煩雑である場合があるほか、そもそも制度

的に不可能である場合もあります。

　それでは、各法人の特徴を論点ごとに見ていく

こととします。法人格ごとに主要な論点別に相違

をまとめたのが図表 2です。

まいます。このため、法人格という「箱」をつく

り、事業に関わる収入・支出をその箱で集計・報

告することにより、活動に対する周囲の信用が得

られるということになります。

　「箱」の種類にも様々なものがありますが、大

別すると 2種類に分類されます。営利法人と非

営利法人という区分です。

　この場合における「営利法人」とは、事業の結

果獲得した資金を、構成員に分配することが法制

度上可能である法人であることを意味していま

す。具体的には、株式会社、合同会社（LLC）な

どが該当します。これに対して「非営利法人」と

は、資金の配分が規制されている法人を意味しま

す。この点は誤解が多いように感じられますが、

「非営利法人」とは収益（営利）を得ることを目

的としない、あるいは禁じられている法人ではあ

りません。

　言い換えますと、収益配分という行為に関して

法人の種類は営利法人、非営利法人は区分されて

1ٷহ৬भীథ
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ਹ১যभ્ਙ

ઙૄভؼؼ1

　株式会社の特徴は、株式制度が採用されており

資金調達手段が多様であると共に、配当などに

よって獲得した収益を出資者へ配分することが認

められている点にあります。また、設立手続きは

特に煩雑ということはなく、組織構成を 1名から

スタートすることも可能であり、その後に役員構

成を必要に応じて変更することもできるため、意

思決定のスピードが速く、かつ組織設計の自由度

が高い法人格であるといえます。反面、非営利法

人が利用できる税制上の優遇措置や、非営利法人

向けに自治体が提供している各種優遇サービスを

受けることができないといったデメリットもあり

ます。

　株式会社は出資者からの出資を受けることによ

り資金を得ることができますが、出資者が基本的

に会社の議決権を得る仕組みとなっています。で

すが現在では様々な種類の株式の発行が会社法に

おいて認められており、出資者に株主総会での議

決権を付与しない形で資金を集めることは制度上

は可能になっています。このため、特定の支援者

からまとまった資金を集めるようなことを想定し

ている場合には、株式会社形態が適している可能

性があります。

　また、金融機関も株式会社への融資は日常的に

行っていることから、借入により資金を得ること

2ٷ১যતपૢगञ્ਙभତ৶
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　共通要素の第一としては先述したように法人内

部に蓄積された収益を配分できないということが

挙げられますが、それ以外にも大きな特徴として

以下の 3点が挙げられます。

ਔઓৠम়৮ऋ੦মٷ1

　非営利法人に共通することとして、出資という

概念がないことが挙げられます。このため、株式

会社などと異なり資金の拠出者＝法人の支配権者

というような図式にはなりません。この点に関連

して、意思決定は基本的に理事会や社員総会での

頭数に比例した形での多人数での合議を経ること

になります（株式会社は出資額に応じて株式保有

数が決まり、それに応じて株主総会での議決権が

決定します）。重要な意思決定に多くの人が関わ

る形となることで、組織内で方向性を共有しなが

ら前へ進むことができるといえますが、反面、合

議偏重になってしまうと意思決定のスピードが遅

くなるというデメリットもあります。

　非営利法人の中でも、タイプによって必要とな

る構成員の数は異なります。NPO法人、社会福

祉法人は特に構成員の数は多い形態となっていま

す（社団法人は 1名からでも設立可能）。

ઘરؚষऊैभ੍ରٷ2

　非営利法人には種々の税法上の優遇措置が用意

されている点も、特徴として挙げられます（図表

も比較的行いやすいと考えられます。

　株式会社はこのように資金を集める手段は比較

的豊富である反面、出資者に対して短期的な収益

（金銭）還元を求められる可能性がある点に留意

しておかなくてはなりません。中長期的な視点で

社会的課題の解決に取り組む社会的企業にとって

は、この点があまり相性が良くない点であろうと

考えられます。

كLLCقভ়ؼؼ2

　合同会社は、出資者（社員）が役員を兼ねてい

ると共に、定款自治であることが最大の特徴です。

　出資者の出資比率に関わらず、全員に平等の発

言権があり、かつ経営側と株主側と機関が一つで

あるのでスムーズな意思決定ができます。ただし、

社員全員の同意が必要（定款で過半数と定めるこ

とも可能）となるため、意見が割れた場合に意思

決定のスピードが遅くなることもあります。

　また、法人格としての知名度が低いことから社

会的信用度が今一つ得られにくい可能性がありま

す。また、株式会社のように、経営に参画しない

方から出資の形で資金を得ることはできないた

め、大規模な事業展開にはあまり向いていません。

శਹ১যभ્ਙ

శਹ১যपુৢघॊ્ඉؼؼ1

3ٷ১যતदਏधऩॊਃঢ়धযਯ

৶হقഁ૽ك ૰হق૰ਪ૽ك ௬৮৩ ৩قઙك

ઙૄভ 1ਰ 0दु૭ ش 1ਰ

੮১য 1ਰ 0दु૭ ش 2ਰ

ଃ੮১য 1ਰ 0दु૭ 3যਰ ش

NPO১য 3ਰ 1ਰ ش 10ਰ

ভૣක১য 6ਰ 2ਰ 13ਰ ش
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4参照）。非営利法人への寄附を促す仕掛けとし

て、法人へ寄附を行った個人・法人に対して、所

得税・法人税上の優遇措置が用意されています。

　また、事業の結果生じた収益に対する課税の範

囲についても、営利法人を比べて狭い範囲となる

などの優遇があります。また、法人格によっては

法人税率も低い税率が設定されているものもあり

ます。

　また自治体によっては、施設の利用料が非営利

法人の場合には廉価に設定されているなど、各種

の優遇措置が利用できる場合があります。また、

事業の委託先募集を行う際に、応募要件として非

営利法人であることを明記しているケースもあり

ます。

　課税対象に記載のある「収益事業課税」とは、

法人税法に規定する 33種類の事業に該当する場

合には課税が生じるものの、該当しない場合には

非課税となるというものです。

౹৻؞ৱস৹ুऋٷ3

　株式会社との大きな違いとして資金調達の方法

が限られているということが挙げられます。非営

利法人では、株式を発行して不特定多数の出資者

（個人、法人）から資金を集めるということがで

きません。

　また、借入の手段についても限定的です。株式

会社では、社債を発行することが可能ですが、非

営利法人の場合、社債を発行することはできませ

ん。社債は金融商品としての性格を持ち、株式の

ように不特定多数から資金を集めることが可能と

なりますが、非営利法人は「会社」ではないため、

利用することはできません。

　なお、社債の代替的な手段として「擬似私募債」

を発行し資金調達を行うこともできます。擬似私

募債とは、非営利法人のような社債が発行できな

い法人が社債に擬制した内容で金銭の借入を行う

ものです。多くの支援者から金銭的支援を受ける

ことができる場合に適した資金調達スキームです。

　金融機関からの借入については、法制度上はこ

れを制限するものは何もありません。現実的に借

入が可能かどうかについては、個々のケース次第

ということになろうかと思われます。

　続いて、各法人格特有の性質について見ていき

ਚ੭ٮ 800ਐऽदम كઙૄভमর৵১যभाق15%
লਚٷଃਜشঌش४

ઙૄভ ಹ੮১য
ಹଃ੮১য

NPO১য ভૣක১য ਁஇ੮১য
ਁஇଃ੮১য

ୖઘৌ ৸ਚ੭ୖઘ ৸ਚ੭ୖઘ ઽஇহୖઘ ઽஇহୖઘ ઽஇহୖઘ
ञटखؚਁஇ৯
হपჾਊघॊु
भमؚઽஇহद
ँढथुశୖઘ

১যઘ૨ٮ 25.5٫ 25.5٫ 25.5٫ 19٫ 25.5٫

ఞહषभ
ઘર

ऩख ऩख ऩख
ੳNPO১যध
ऩोयँॉ

ँॉ ँॉ

4ٷ১যતओधभୖઘभॉඞः
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ます。

كNPO১যقశਹણ১য્ؼؼ2

છథলधਁ৫ऋଝਜٷ1

　NPO法人の特徴は、活動に対して市民の支援・

協力が得られるように配慮した制度設計となって

いる点です。組織がどのような活動を行っている

のか（行おうとしているのか）を市民が知るため

に、各法人は設立時においては定款、役員名簿、

設立趣意書、事業計画書（実施する事業内容に関

する計画を文章で記載したもの）、活動予算書を、

毎期の決算では事業報告書、活動計算書を提出し

なくてはなりません。それらの書類は、一定期間

閲覧対象とされ、誰でも見ることができる状態と

なります。また、定款や役員の変更があった際に

おいても、届出を行い閲覧期間を経るというス

テップが必要となります。

　このように法人内外に事業活動の状況を公表す

ることで、事業の透明性が確保されるという効果

が期待できます。反面、定款変更などを実施する

たびに一定の時間を要することとなるため、事業

運営のスピードが遅くなってしまうというように

も感じられます。

ੳNPO১যधःअథٷ2

　NPO法人は一定の要件を満たした場合には、

認定NPO法人となることが可能です。認定NPO

法人となった場合、寄附金に関する税制上の優遇

措置が拡大されます。

ਖ਼ඨ৯ ઍ

ఞဟসऩनपेॊਖ਼ ਰৣभःङोऊ॑ञघऒध
ઽোসપपಚीॊఞဟসभસ়ऋ20٫ਰदँॊؼؼؼৼৌக੦ٷ
ফ3,000ਰभఞဟभਯऋ100যਰदँॊؼؼؼബৌக੦ٷ
ਿऽञमય੨ऊैपेॊશ॑ਭऐथःॊؼؼશٷ

5ٷੳNPO১যपঢ়घॊఞဟসऩनपঢ়घॊਏ੯

　認定 NPO法人となるための主な要件（パブ

リックサポートテスト : PST）は図表 5のような

内容となっています。

ಹ੮১যؚಹଃ੮১যٷ3

　一般社団法人や一般財団法人は、組織に必要

とされる人数がNPO法人よりも少ないことに加

え、所轄庁による認証の必要がなく、登記のみで

法人ができる準則主義であること、事業計画書の

作成や縦覧といった手続きが不要であることなど

から、設立のハードルが低くなっています。また、

財団法人は設立時に財産拠出（300万円以上）が

必要ですが、一般社団法人は不要です。このため、

法人格取得の際に簡便かつスピーディという理由

で、一般社団法人を選択するケースが増えている

ように思われます。

　確かに、手早く法人をつくりたいということで

は適した法人格である一方、税務面の取り扱いは

株式会社とほとんど変わらないため、メリットは

ほとんどありません（図表 4参照）。NPO法人

は会費収入、寄附収入に対しては非課税ですが、

一般財団法人、一般社団法人は株式会社同様に課

税されます。ただし、いずれも寄附した側への税

制優遇のメリットはありません。

　税制上の優遇措置を受けるためには、公益社団

法人、公益財団法人へと移行する必要があります

が、移行した際には、収益計上や収益の蓄積につ

いて様々な制約を受けることになり、事業の自由
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度は相当程度損なわれます。

　少ない構成員でスピーディに事業運営すること

に主眼を置くのであれば適した事業体ですが、そ

のような目的が特段ないのであれば、社会的企業

としてこの法人格を選択する明確な理由は見出し

にくいのではないでしょうか。

ভૣක১যٷ4

　社会福祉法人は、法人税率が低く設定されている

など、税制上の優遇措置が最も大きい事業体です。

　しかしながら、設立に際しては財務面で高い

ハードルが課されていることが通例です。実施す

る事業の内容にもよりますが、実質的には数千万

円以上の資産拠出が前提となっていると考えられ

ます。また、非営利法人ですので、それらの資産

は法人解散時においても拠出者へ返還されること

はありません。

　当初から多額の資産をベースとして社会的事業

を開始する場合を除けば、事業黎明期においては

社会福祉法人は現実的な選択肢とはならないで

しょう。事業が軌道に乗り相当程度の内部留保が

蓄積された場合には、税制上の優遇措置を考えて

社会福祉法人への移行も選択肢として視野に入っ

てくるかもしれません。

ऽधी

　法人格によって、組織構成や実施しなくては

ならない手続きが異なることを紹介してきまし

た。それぞれの特性を理解した上で、活動内容と

フィットする法人格を選んでいただければと思い

ます。

　最後に、社会的企業がより多くの方に活動の内

容を知ってもらい、賛同を得ていくためには、自

ভા੍قରਙभك
ଞऩఞဟ
శଞऩఞဟ
൳সઽো
੦সऊैभટৰ

ষऊैभଓஃস
ଃ੮ृ੦সभஃਛস
੫भஃਛসृੈඑস
যृ੫ऊैभ્શभఞဟ

ভાقৌਙभك
ர१شঅ५ઽো
ଢ଼ఊভಉभਸા
ഀླྀಉभਲ਼
ஂ૧৳૫ઽো

ষऊैभহઽো
੫ऊैभহઽো

⋛-⋇
⋛-⋈ ⋜-⋈

⋜-⋇੍ରਙ
كశୖઘਙق


كಹप৵ઠटऋق

ৌਙ
كઘਙୖق

ਗ
كಹपপઠटऋق

ভ੫भଃ౺

ৱम⋜भଃ౺भৎ୷ઽোٮ

6ٷଃ౺ଡਛऊैৄञভ੫भਜ਼઼હऐ

লਚٷળଝ๕ଝৱમेॉ
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分たちの活動内容をいかにわかりやすく伝えてい

くかということが非常に重要なのではないかと思

います。法制度的に定められていないことに加え、

紙幅の関係から詳細を記載することは割愛します

が、情報開示を通じた支援者づくりの活動の重要

性が今後、より一層増してくるのではないかと思

います。そのようなテーマについて、日本公認会

計士協会が「非営利組織の会計的枠組み構築に向

けて」において様々な問題提起を行っております

ので、参考としていただけますと幸いです。
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য౫ঐॿ४ওথॺध৽ਅറधभঢ়બ

　人材マネジメントは人事労務管理とも言われ、

企業の経営理念や経営戦略の実現に向けて人材を

活用し、動機付け、評価するシステムを構築して

いくこと、あるいは既存のシステムのメンテナン

スをしていくことを意味しています。

　人材マネジメントを構成する要素には、人材確

保、教育研修、人員配置、賃金（報酬）、昇進・

昇格などがあり、こうした個々の要素については

単独でとらえるのではなく、理念や戦略との整合

が重要であり、例えば、人材の採用や育成につい

ては、企業が目指す戦略に沿い、実行に役立つ人

材の確保を進める必要があります。

　また、人材マネジメントは、人材⇔戦略という

双方向の矢印で考える必要があります。人材マネ

ジメントの結果が戦略の動向を左右し、戦略の動

向が人材マネジメントの方向性を規定するという

相関関係にあります。

ভ੫पउऐॊয౫ঐॿ४ওথॺभ્ඉ

　上記の内容は、人材マネジメントの極めて一般

的な考え方になります。しかし、実際には組織の

規模や戦略によって、様々な人材マネジメントの

あり方が存在すると考えられます。先行文献や今

回のヒアリング先の人材マネジメントの状況を踏

まえれば、本稿が対象とする社会的企業において

は、以下のような人材面での特徴があるのではな

いでしょうか。

౺ভ੫पउऐॊਈुਏऩ৽ৱؼؼ1

　まず、社会的企業には一般的に小規模な事業者

が多く、モノやカネなどの経営資源がそれほど豊

富でないと考えられます。そうした状況において

事業を展開していくためには、経営者とスタッフ

がミッションを共有し、イマジネーションやコ

ミュニケーション能力などを武器に、周囲を巻き

込み、ソーシャルイノベーションを生み出すこと

が重要になります。その際、最もキーとなる経営

資源は、言うまでもなく人材になります。

ভ੫॑ॉඕऎऩয౫ؼؼ2

　また、事業に関わる人材の多様性も社会的企業

の大きな特徴の一つになります。一般的な企業の

ように、雇用契約を交わし、給与を支払っている

社員のみならず、ボランティア（プロボノ）や地

域の関係者なども社会的企業を支える人材ととら

えることが可能です。加えて、就労支援など事業

内容によっては、サービスの受益者も自社の事業

を担う人材としてマネジメントの対象になりえま

す。

　雇用契約を結んでおらず、給与を支払っていな

い人材に、いかに自社のビジネスに協力をしても

らうか、こうした視点が社会的企業の人材マネジ

メントには必要になるものと考えられます。

ਛ؞৳হभਛশपऐञয౫भનؼؼ3

8
社会的企業における人材の確保と育成
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ेॉশभଳਡऊैৄञয౫भન৳
عಲभਛع

　5年、10年という期間で見た場合、経営者の部

下として共に事業を進めていくスタッフを育成・

確保していくことが重要になります。しかし、20

年、30年という長期的な視点、あるいは事業の

継続という視点から見ると、自身の次の経営者、

つまり後継者を育成していかなくてはなりませ

ん。

　例えば、NPO法人について見ると、歴史のあ

る法人は創設から 20年以上が経過しているケー

スが多数存在します。こうした長い歴史を持つ法

人においては、法人を立ち上げた創業者・創設者

が高齢化し、今まさに事業継承の問題に直面して

います。

　社会的企業にとっても参考になると考えられま

すので、以下、NPO法人の後継者育成の現状に

関する調査を掲載します。

　一方、我が国の社会的企業においては、人材の

数を揃え、組織として明確な指示系統を有してい

るケースや、計画的に人材の採用や育成に取り組

んでいる事業者は数が少ないのではないでしょう

か。おそらく、個々に独立した多様な人材が、プ

ロジェクトベースでゆるやかにつながって事業を

行っているという形が社会的企業の一般的な姿な

のではないかと考えられます。

　事業規模が小さいうちはそれでもよいのです

が、事業成長させようとすればスタッフを雇用し、

育成を図る必要があります。経営者が仕事を任せ

られるスタッフを育成していかなければ、事業の

成長が経営者の能力の範囲に限定されてしまうで

しょう。

　人材の育成には相当の時間が必要になります。

最終的には経営者の経営判断によりますが、継続

的な事業成長を志向するのであれば、できるだけ

早いうちから人材の確保・育成を進めていくこと

が重要です。
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　紙幅の都合もあり、結果の全体像については明

記した URLを参照いただくとして、ここで取り

上げた浜銀総合研究所の調査では、NPO法人の

後継者育成を進めていくための 3つのポイント

を右のとおり提示しています。

　社会的企業とNPO法人を単純に同一視するこ

とはできませんが、上記の調査は社会的企業の後

継者確保・育成の問題についても示唆に富む内容

であると考えられます。

ಲਛभਠ૾
ؙઙૄভଘ়ଢ଼ਚदमؚௐেௌ௮َਛ23ফ২ভૣකਤহُभଓஃস॑ણ৷खؚ৸বभૣක
௺NPO১যपउऐॊಲਛ؞৻ઐ৻भৰଙ॑ैऊपघसऎ৹ਪଢ଼॑ৰखऽखञ؛
ؙਊჾଢ଼হदৰखञ॔থॣشॺ৹ਪपेोयؚऽङؚ॔থॣشॺप௦खञNPO১যभ৻भ৺ 4સ
ऋ60ୃ৻दँॉؚ70ୃ৻80ୃ؞৻ਰ॑அीॊधजभૻ૨मਯ॑தइथःऽघق1؛ك
ؙऽञؚૌுप৻ઐ৻॑ৰखञऒधभऩः১যम 7સपखथउॉؚ৻भભम 5ফਰऋ৺ 6

સधऩढथःऽघ؛ऒअखञટऊैऎभ১যद৻भৈೡ৲ؚउेलભभশ৲ऋেगथःॊुभ
धऔोऽघ؛
ؙ১যपउऐॊಲਛषभੌा૾ய॑ৄॊध 6ؚસ॑தइॊ১যऋَ ಲपणःथ৬ऩਫ਼ୈमষढ
थःऩःق৬ਫ਼ୈৰُكध௦खथःऽखञق2؛كಲ॑৭घॊद૩धऩढथःॊਏधखथؚ
َয౫ਯभਂଌُृَಲभৱସपৌघॊਂُपਸइَؚ৻भਾີभऔَُ হभ఼ਙभபऔُधःढ
ञଃਜपঢ়৴घॊඨ৯ऋऎऑैोथःऽघق3؛ك

৬ऩಲഅपऐञੌा
্ؙؚಲपणःथ୦ैऊभਫ਼ୈ॑ষढथःॊ১যपउऐॊಲभয౫൸ध৭উট७५॑ৄथाॊधؚ
ੌ௶भয౫়َ॑৮ُपेॉ৭घॊधःढञਡऋড়੫धૻຎखथ્ඉऩਡटधઅइैोऽघ؛ऽञؚ
ಲपीॊৱସधखथَؚ ੌ௶ॵ३ঙথषभ৶ੰৡُ॑ऑञ১যऋ47.5٫पभऻढथउॉؚৎपৰ
खञভૣක১য؞ਹ১যपৌघॊ৹ਪभટेॉਊჾ௦भસ়ऋ10এॖথॺৈऎऩढथःऽखञ؛
ؙऩउؚ৻ઐ৻पऐथৰखथःॊधखथमَؚ ૽৩؞५ॱॵইपৌघॊହؚ৶ੰَُ ৽৶ؚ
৯ఏभનੳधુથَُق১যभكਔઓৠभৃषभఆُऩनधःढञੌ௶दभણऋরੱधऩढथःऽघ؛
ؙऒोैभ௦ટ॑અइ়ॎचोयؚಲपঢ়खथَؚ ਠ؞৻धॵ३ঙথ॑ુથखथःॊੌ௶भয
ৱ౺पା৯खؚੌ௶दभৰᄷऩॺঞشॽথॢ॑ৢगथؚঐॿ४ওথॺચৡभਛधੌ௶भ়ਔਛؚ
৶ಲഅ॑ਤीॊُधःढञؚ॑NPO১যपउऐॊಲਛभಹ൸धखथऎऒधऋदऌऽघ؛

　現状、社会的企業の経営者は、30歳代～ 40歳

代の若手が多いと推察されます。しかし、後継経

営者の育成には 10年単位の期間が必要になると

考えられることから、早い段階から着手すること

が求められます。
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ૣකभ॑தइथؚইॡ३॑અइॊ

　近年、少子高齢化の進展、障害児・者概念の見

直し・拡大、貧困や格差の顕在化、若年者の就労

困難や孤立、ひとり親世帯の増加など、福祉政策

に関わるニーズの多様化・顕在化が進んでいます。

これまで福祉ニーズに対しては、社会福祉法人や

特定非営利活動法人（NPO法人）、営利企業に

よる制度化された「フォーマル」なサービスによ

る対応がなされてきました。一方で、現在のよう

な多様化したニーズには、フォーマルなサービス

だけではなく、特定非営利活動法人や地域に密着

した小規模な営利企業といった、いわゆる「社会

的企業」によるインフォーマルなサービス提供が

注目を集めています。

　今後、福祉サービスに対するニーズのさらなる

増大が見込まれる中で、サービスの担い手の多様

化と質の維持・拡大・向上を図ることは福祉施策

を円滑に推進していくために極めて重要であり、

社会的企業による起業や、そこでの就労を志す人

材が増加していくことは、我が国のセーフティ

ネットの多様化、社会福祉の底上げに大きく寄与

するものと考えられます。

　福祉を担う人材の育成を考えた場合、制度に規

定された最低限の資格要件を満たすことは当然と

しても、その枠組みから抜け出すような起業家精

神に富んだ人材を想定するのは難しいのが現状で

す。高齢者福祉、児童福祉、障害児・者福祉など

の観点から、誰もが暮らしやすい地域をつくると

いうまちづくりに視野を広げれば、これまでの制

度や仕組みにとらわれず、地域の社会的・経済的

発展のための重要な要素として福祉を位置付ける

ことを私たちは提案したいと思います。「福祉」

を新しくとらえなおす意味で、このガイドブック

のタイトルには、カタカナの「フクシ」を使いま

した。

ভ੫भीकघुभ

　このガイドブックでは、福祉分野に限らず、様々

な分野で活躍する組織も各所で紹介しました。ま

だビジネスモデルを確立しているとはいえないも

のもありますが、社会的企業の取組みを通して、

地域経営・まちづくりに挑戦しようとする意欲を

垣間見ることができました。この地域に住みたい、

住み続けたいと願う人たちを発掘し、定着させる

工夫を、様々な資源を結集して実現しようとする

人たちのヒントとなれば幸いです。

　これらの組織が手掛ける事業の資金源は、実に

多様です。例えば、福祉分野における制度に裏打

ちされた資金をエンジンにしつつも、まちづくり

の推進を図ろうとするものもありました。また、

厚生労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、

国土交通省などの国の省庁の補助金を活用した

り、自治体と連携して事業費を予算化したりする

まとめ
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生活する人たちの視点を持ち、地域の人材を巻き

込みながら事業を行う社会的企業は、福祉サービ

スの提供を通じて地域の課題解決や発展により柔

軟に対応できると考えられるからです。

　2010年内閣府による「新しい公共」の担い手

育成やNPOによる社会的課題の解決に多大な公

的資金が充てられ、都道府県に基金が設置された

上で事業が遂行されました。その目的は、新たな

公の担い手の発掘・育成であるのにも関わらず、

委託事業の半額以上が、大手企業の人件費に当て

られるなどの提案事業もいくつか見られました。

政策の意図とは異なるかたちで税金が使用される

ことに対して、特段、問題にされたケースがあり

ませんでしたが、これに似た現象が様々な分野で

起こっていることも事実です。

　予算配分の大きかった自治体は、その消化に追

われ、そういった踏み込んだ議論をしている時間

もないままに事業期間が終了してしまいました。

民主党政権の目玉施策として打ち出された社会的

企業育成の事業のコンセプトもいつしか、各自治

体に事業が下りて行く過程で、NPO支援策に切

り替わってしまったことも、この分野に新たな流

れができる機運をそぐ結果となりました。

　こうした社会的企業を取り巻く施策を注視して

いくことも、私たち社会的企業の担い手にとって

大事なことです。制度や仕組みを変えていく、制

度や仕組みを読み換えて自分たちの事業に取り込

んでいく、法律や制度がなければ政策提案を行う

制度化を働きかけるといった柔軟な発想も持って

ほしいと願っています。

০पऐथ

　新聞紙上などマスコミにおいて、社会起業家の

取組みが紹介される機会が増えていますが、ここ

などしているものもあります。さらに、公的な資

金に頼らずに、商品やサービスの対価を得て、事

業を成立させている逞しい組織もありました。

　こうした地域づくりを行う社会的企業の担い手

が一様に指摘していたのは、「自分たちのまちが、

いかにして選ばれる地域になるか」という視点で

した。特に過疎地域では、人口減少に歯止めをか

けることはできず、また、人口の流出だけではな

く、著しい高齢化の進展による急激な人口の自然

減により、右肩上がりの設計図を描くことは現実

的ではありません。それならば、本当に来てほし

い人に来てもらえるよう、地域の魅力を向上する

取組みを行っているのです。

　また、自分が高齢者になった時、今の高齢者福

祉サービスを受けることがイメージできない、つ

まり現状のサービスを受けたくないという想いか

ら、事業を着想したものもありました。若年層の

流出を防ぎ、Iターン、Uターンを促進するために、

新たな保育サービスの創出など子育て世代に訴求

するサービスに取り組む動きもありました。

　持続可能な地域づくりには、充実した福祉サー

ビスの提供が重要な構成要素の一つになっていま

す。そしてその担い手は、地域住民にほかならず、

地域住民が地域の課題に主体的に取り組むように

する手法も、多くの地域で共有することの必要性

を感じています。

ऊैড়षभोभরदؚ০କऌथःॊऒध

　日本における GDPの 6割が公的資金による事

業であり、「官から民へ」という流れの中で、特

に福祉関連事業への企業の参入が顕著です。この

ような状況下で、社会的企業もまた福祉サービス

の担い手として、この分野への進出が期待されま

す。それは、地域社会やまちづくりなど、そこに

ऽधी
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ションを加速させるよう、引き続き私たち支援者

側も取り組んでいきたいと思います。

　社会的企業に限ったことではありませんが、企

業の経営者は孤独であり、経営者の心の支えとな

る仲間づくりが求められています。地域や分野を

超えて、共通の課題を議論できる機会がもっと

様々にあったらいいのにと思います。私たちが平

成 25年度に横浜で行ったソーシャルビジネスモ

デル研究会＊は、その一つの試みでした。そうし

た取組みを、それぞれの地域でつくりあげていた

だきたいと思います。地域経営の主役、フクシの

担い手は、皆さんたちなのですから。

平成 26年 3月

রਣඈয［産業能率大学］

ি௵ಘ［関内イノベーションイニシアティブ株式会社］

数年その事例はほとんど刷新されていません。ま

た、そのとらえ方が起業家個人の資質に限定され

ていることが多く、社会的企業の本来の社会変革

性や運動性に注目されると良いのにと感じます。

　日本においては、社会的企業の定義のあいまい

さから、その支援が十分にいきわたっていません。

事業分野も法人格も様々で、行政の所管も明らか

ではありません。だからこそ、事業者一人ひとり

がしっかりと事業を推進し、地域課題の解決に成

果をあげて、それを社会に対して示していく必要

があります。その成果を明らかにし、広く発信す

る、評価を受けるというプロセスが最も大事なこ

となのです。

　一地域に一社会的企業のように、移転可能なビ

ジネスモデルが明示されれば、担い手が増え、雇

用が創出され、地域経済も発展します。事業継続

の仕組みやノウハウを公開し、オープンイノベー

३কঝঅ४ॿ५ঔॹঝଢ଼ভपणःथमش९ٮ http://massmass/jp ॑සभऒध؛

كؚ౸ᡳଝ྆প৾ઇقমଢ଼ভदमؚ৵ിஶٮ ཁقଫഏিপ৾ઇ౸ؚك ઁ੩ଐ๕ق୴প৾ઇ౸ؚك

ؙઢ੩ྯఴقয়ઇপ৾ઇ౸ؚكળଝ๕ق১প৾༁ઇ౸ ؚড়ভୗই॓থॻ৻৶হكपভ੫॑ॸش
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M E M B E R S

ؙથ৩ভ

　三井逸友……嘉悦大学教授、横浜国立大学名誉教授［委員長］

　中島智人……産業能率大学准教授

　竹内則夫……東京ボランティア・市民活動センター副所長

　桔川純子……NPO法人日本希望製作所副代表理事

　筒井啓介……NPO法人コミュニティワークス理事長

　関山隆一……NPO法人もあなキッズ自然楽校代表理事

ؙউট४ख़ॡॺॳش

　中島智人……産業能率大学准教授［座長］

　今村浩之……合同会社ドラマチック代表（東京都台東区、品川区）

　筒井啓介……NPO法人コミュニティワークス理事長（千葉県木更津市）

　関山隆一……NPO法人もあなキッズ自然楽校代表理事（神奈川県横浜市）

　原大祐………NPO法人西湘をあそぶ会代表理事（神奈川県大磯町）

　三浦大紀……NPO法人てごねっと石見地域プロデューサー／シマネプロモーション代表（島根県江津市、浜田市）

　田中知宏……株式会社浜銀総合研究所主任研究員（神奈川県横浜市）

　治田友香……関内イノベーションイニシアティブ株式会社代表取締役（神奈川県横浜市）

 

ؙহਜଂ

　治田友香……関内イノベーションイニシアティブ株式会社

　森川正信……関内イノベーションイニシアティブ株式会社

　加藤善崇……株式会社浜銀総合研究所研究員

　木鋤岳志……株式会社浜銀総合研究所副主任コンサルタント

平成25年度厚生労働省「社会福祉推進事業」成果報告
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